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令和元年度奈良市一般会計及び特別会計決算審査意見書の提出について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項の規定により審査に

付された、令和元年度奈良市一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算について審査

した結果、次のとおりその意見書を提出します。
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第１ 審 査 対 象

一般会計及び特別会計決算

令和元年度奈良市一般会計歳入歳出決算

同 奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計歳入歳出決算

同 奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

同 奈良市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

同 奈良市市街地再開発事業特別会計歳入歳出決算

同 奈良市公共用地取得事業特別会計歳入歳出決算

同 奈良市介護保険特別会計歳入歳出決算

同 奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計歳入歳出決算

同 奈良市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

同 奈良市各会計別歳入歳出決算事項別明細書

同 奈良市各会計別実質収支に関する調書

同 奈良市財産に関する調書

第２ 審 査 期 間

令和２年６月３０日から同年８月５日まで

第３ 審 査 方 法

各歳入歳出決算書及び附属書類について、会計管理者所管の歳入歳出実績表、

その他関係帳票の照合等を行うとともに、関係者から説明を求め、併せて定期

監査及び例月現金出納検査の結果を参考として審査を実施した。

第４ 審 査 結 果

審査に付された各会計決算書等は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、計数は正確であると認められた。

また、予算執行状況については、おおむね適正であると認められた。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大により、審査手続において諸々の影響

があったことを申し添える。

審査結果に付して記述すべき意見は、次のとおりである。
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１ 総 括

⑴ 決算状況

一般会計と特別会計を合わせた、歳入決算額は 億 万 千円、歳出決

算額は 億 万 千円で、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式

収支額は 億 万 千円の黒字となっており、形式収支額から翌年度へ繰り越

すべき財源を差し引いた実質収支額は 億 万 千円の黒字となっている。

会計別では、一般会計の歳入決算額は 億 万 千円、歳出決算額は

億 万 千円で、形式収支額は 億 万 千円、実質収支額は 億

万 千円となり、いずれも黒字となっている。なお、黒字額のうち 億円が

奈良市財政調整基金に積み立てられている。

特別会計の歳入決算額は 億 万 千円、歳出決算額は 億 万 千

円で、形式収支額は 億 万 千円、実質収支額は 億 万 千円となり、

いずれも黒字となっている。

決算状況
   

（単位：円）

会 計 別 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 形 式 収 支 額
翌年度へ繰り

越すべき財源
実 質 収 支 額

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計
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⑵ 財務分析

普通会計（個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっていることによ

り、財政比較や統一的な掌握をするために用いられる会計区分）の決算額に基

づいて財政力指数及び経常収支比率について分析した結果は、次表のとおりで

ある。

財務分析      

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度
年度

中核市平均

財 政 力 指 数
（ か年平均）

経常収支比率（％）

注 単位：千円

基準財政収入額

財政力指数 ＝ ───────────────────

か年平均 基準財政需要額

参考（単年度指数）

平成 年度

平成 年度

経常経費充当一般財源

経常収支比率 ＝ ──────────────────────────────────── ×

経常一般 ＋ 減収補塡債 ＋ 臨時財政

財源 特例分 対策債

ア 財政力指数

財政力指数は、基準財政収入額（普通交付税の算定に用いるもので、標

準的な状態で徴収が見込まれる税収入等を一定の方法で算定した額）の基

準財政需要額（普通交付税の算定に用いるもので、合理的かつ妥当な水準

で行政を運営した場合にかかる経費を一定の方法で算定した額）に対する

割合で、地方公共団体の財政上の能力を示す指数をいう。この指数が大き

いほど財政力が強いとみることができ、「 」を超える団体は普通交付税の

不交付団体であって、超えた分だけ通常水準を超えた行政活動をすること

が可能となり、それだけ余裕財源を保有していることになる。

本年度は、前年度に比べ単年度指数は低下し、か年平均は同値であった。

単年度指数が低下した主な理由は、社会福祉費の増加により基準財政需要

額が、前年度に比べ 億 万 千円増加したことによるものである。
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イ 経常収支比率

経常収支比率は、財政構造における弾力性を判断するために用いられる

指標で、経常経費（人件費、扶助費、公債費等の義務的性格をもつ経費）

に経常一般財源（市税及び地方交付税等の収入）や減収補塡債特例分及び

臨時財政対策債がどの程度充当されているかを示すもので、当該比率が高

いほど、経常経費以外に使える財源に余裕がないことを表している。

本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下しており、改善はみら

れたものの、なお、中核市の中において最下位レベルで推移している。

経常収支比率が低下した主な理由は、地方交付税及び市税等の増加によ

り経常一般財源が、前年度に比べ 億 万 千円増加したことによるも

のである。

⑶ 市債の状況

一般会計と特別会計を合わせた年度末未償還元金の合計額は、 億

万円で、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

一般会計の発行額は 億 万円であり、主なものは、臨時財政対策債 億

万円、道路橋梁新設改良事業等の土木債 億 万円、小学校施設整備

事業等の教育債 億 万円である。

特別会計の発行額は 億 万円であり、全額が土地区画整理事業債である。

なお、前年度末をもって針テラス事業特別会計が廃止され一般会計へ移行し

たことに伴い、これまで特別会計に計上されていた針テラス事業債が、一般会

計に計上されている。
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市債の状況
 

（単位：円・％）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減 増減比率

一

般

会

計

元 金 償 還 金

利 子 △ △

計 △ △

発 行 額 △ △

年 度 末
未 償 還 元 金

△ △

特

別

会

計

元 金 償 還 金 △ △

利 子 △ △

計 △ △

発 行 額 △ △

年 度 末
未 償 還 元 金

△ △

合

計

元 金 償 還 金 △ △

利 子 △ △

計 △ △

発 行 額 △ △

年 度 末
未 償 還 元 金

△ △

年度末未償還元金の内訳
 

（単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

ア 臨 時 財 政 対 策 債

イ
第 三 セ ク タ ー 等
改 革 推 進 債

△

ウ ア ・ イ 以 外 の 市 債 △

合 計 △
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【 凡例】

2,061 2,025 
1,986 

116 134 130 168 171 169 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

29 年 度 30 年 度 元 年 度

億円 市 債 の 推 移

年度末未償還元金

臨 時 財 政 対 策 債 分

第 三 セ ク タ ー 等 改 革 推 進 債 分

年 度 元 金 償 還 額

年 度 発 行 額
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⑷ 不用額の状況

一般会計と特別会計を合わせた不用額は、 億 万 千円で、前年度に

比べ 万 千円増加した。

不用額の主な内容は、一般会計では、民生費における生活保護費の扶助費

億 万 千円、民生費における認定こども園施設整備事業費の負担金補助

及び交付金 億 万 千円及び土木費における街路事業費の補償補塡及び賠

償金 億 万 千円である。

また、特別会計では、国民健康保険特別会計における一般被保険者療養給付

費の負担金補助及び交付金 億 万 千円、同会計における一般被保険者高

額療養費の負担金補助及び交付金 億 万 千円である。

保険給付費や扶助費等、予算要求時において見積りの困難なものもあるが、

不用額を抑制し、限られた財源を効果的に活用するため、今後とも見積りには

慎重を期されるよう要望する。

不用額の状況
 

（単位：円）

会 計 別 元 年 度 年 度 比 較 増 減

一 般 会 計

特 別 会 計 △

合 計

⑸ 予算流用の状況

一般会計と特別会計を合わせた予算流用額は、億 万 千円で、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。

予算流用の主な内容は、一般会計では、総務費における超過勤務手当等の不

足による職員手当等への流用 億 万 千円、土木費における街路事業費の

大和西大寺駅自由通路整備工事委託料の増加に伴う流用 万 千円である。

特別会計では、土地区画整理事業特別会計における西大寺駅南地区土地区画

整理事業費の大和西大寺駅自由通路整備工事委託料の増加に伴う流用 億

万 千円、同会計におけるＪＲ奈良駅南土地区画整理事業費の補償補塡及

び賠償金への流用 万円である。
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予算流用の状況   （単位：円・件）

会 計 別
元 年 度 年 度 比 較 増 減

金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数

一 般 会 計

特 別 会 計 △

合 計

⑹ その他の事項

ア 未収債権については、市税 億 万 千円、国民健康保険料等の税外債権

億 万 千円、合計 億 万 千円となり、前年度に比べ 億 万

千円減少した。

税外債権については、奈良市債権回収対策本部会議を本年度に 回開催し、

税外債権回収強化に係る情報共有や回収対策の検討が行われた。各債権所管

課においては、今後も当該対策本部や専門知識を有する者と連携し、より一

層未収債権の削減に努められたい。

イ 前年度からの滞納繰越の調定処理においては、前年度決算における収入未

済額と一致するかを確認した上で、奈良市会計規則の規定に基づき、遺漏な

く調定処理を行い、適正な債権管理を徹底されたい。

ウ 各種団体（以下「団体」という。）に交付する補助金については、漫然と

前例踏襲することなく、社会経済情勢から補助金交付自体の必要性を十分に

精査し、また、補助金の効果について可能な限り指標等を用いて評価するな

ど、補助金交付の妥当性について適正に判断されたい。

また、実績確認においては、決算書及び実績報告書等の確認はいうまでも

なく、補助対象経費に適正に支出されたかを領収書等の原本と決算書の計数

照合を行うことにより、決算書の計数が正確であるか確認されたい。

さらに、補助金の交付時期については、団体から前払の申請があった場合、

交付は実績確認後の確定払が原則であることから、当該団体の運転資金の状

況を十分に勘案した上で前払の必要性を判断し、前払を行う場合においては、

補助事業完了後遅滞なく実績報告書を徴取し、確定通知を行われたい。

－ 8－



⑺ むすび

本年度の一般会計決算は、前年度と比較して、歳出においては、主に小学校

空調設備設置工事や本庁舎耐震改修工事等により普通建設事業費が増加した

ものの、歳入においても、主に国庫支出金、地方交付税及び市税が増加した。

その結果、本年度の歳入決算額は 億 万 千円、歳出決算額は 億

万 千円となり、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は

億 万 千円、形式収支額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実

質収支額は 億 万 千円の黒字決算となった。なお、この黒字については財

政調整基金の取崩しを行うことなく達成できたが、財政調整基金の残高が中核

市の中において最下位レベルである深刻な状態は継続している。

また、経常収支比率は ％となり、 年ぶりに ％を下回ったが、依然とし

て経常経費以外に使える財源に余裕がない状態は継続している。

このような厳しい財政状況の中で、新斎苑等整備事業及び近鉄西大寺駅周辺

整備事業等の大規模な投資的事業に取り組んでいることに加え、今後、（仮称）

子どもセンター、クリーンセンター建設等の大型事業の増加及び少子高齢化の

進行等による財政需要の増加が見込まれる。

また、新型コロナウイルス感染症や想定を超える自然災害など、歳入や歳出の

見通しに影響を及ぼす事態の発生も常に懸念される。そのような状況に備える

意味において、財政調整基金の残高を確保しておくことが重要となるが、本年度

は普通会計における歳計剰余金から算定した法定積立額に対し 億円を超える

額を積み立てており、本市財政の健全な運営に向けての姿勢については評価で

きる。

更なる財源確保のため、歳入に関しては、事業実施の際には国庫支出金をはじ

めとする各種補助金の獲得及び元利償還に対し地方交付税が措置される市債の

有効活用、また、歳出に関しては、事業の必要性や効果を十分に検証し、効率的

な業務運営により徹底したコスト削減を図るなど、歳入の確保と歳出の削減に

向けた取組を強化されたい。

今後も市民の負託と信頼に応えるべく、健全で持続可能な財政基盤の確立に

向け行財政改革の推進に、より一層取り組まれるよう要望する。
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以下、会計別に述べることとする。

２ 一 般 会 計

⑴ 歳入

本年度の歳入決算状況は次表のとおりである。

歳入決算状況 （単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不 納 欠 損 額 △

収 入 未 済 額

予算現額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、調定

額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、収入済額は

億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円と、いずれも増加し、

不納欠損額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円減少した。また、

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円増加した。

歳入決算額の財源構成は、次表のとおり、自主財源は 億 万 千円（構

成比率 ％）で、前年度に比べ 億 万 千円減少した。これは主に、繰

入金が減少したことによるものである。

依存財源は 億 万 千円（構成比率 ％）で、前年度に比べ 億

万 千円増加した。これは主に、本年度から幼児教育・保育が無償化に

なったことに伴う保育所措置委託費交付金、小・中学校ブロック塀・冷房設

備対応臨時特例交付金等の国庫支出金が増加したことによるものである。
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財源構成    （単位：円・％）

区 分

元 年 度 年 度 比 較 増 減

金 額
構成

比率
金 額

構成

比率
金 額

構成

比率

自

主

財

源

市 税 △

分担金及び負担金 △ △

使用料及び手数料

財 産 収 入 △ △

寄 附 金

繰 入 金 △ △

繰 越 金

諸 収 入 △ △

計 △ △

依

存

財

源

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割
交 付 金

△ △

地方消費税交付金 △ △

ゴルフ場利用税
交 付 金
自 動 車 取 得 税
交 付 金

△ △

環境性能割交付金 ― ―

国有提供施設等所在
市町村助成交付金

地方特例交付金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

△

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債 △ △

計

合 計 ―
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参考図 財源構成

（注） 自主財源中の「その他」の内訳：

依存財源中の「その他」の内訳：

寄附金、繰入金、繰越金

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、

国有提供施設等所在市町村助成交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円
億 万円

億 万円
億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

元年度 年度

合計 億 万円 合計 億 万円

分 担 金

及 び 負 担 金

市 税

地 方 交 付 税

国・県支出金

市 債

そ の 他

地方消費税交付金

使 用 料

及 び 手 数 料

諸 収 入

依

存

財

源

自

主

財

源

そ の 他

財 産 収 入
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市税の決算状況は次のとおりである。

市税の決算状況 （単位：円）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

現年課税分

滞納繰越分

合 計

ア 調定額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

これは主に、給与所得、株式等譲渡所得等の増加により市民税（個人）が増

加したことによるものである。

イ 収入済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

これは主に、調定額と同様、給与所得、株式等譲渡所得等の増加により市民

税（個人）が増加したことによるものである。

徴収率は現年課税分が ％で、前年度に比べ ポイント、滞納繰越分

が ％で、前年度に比べ ポイント、いずれも低下したが、全体の徴収

率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。

徴収率 （単位：％）

区 分 元年度 年度 年度 年度 年度

徴 収 率

内

訳

現年課税分

滞納繰越分
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ウ 市税の不納欠損状況 （単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

市 民 税

個 人

現 年 課 税 分 ―

滞 納 繰 越 分 △

計 △

市 民 税

法 人

現 年 課 税 分 ― △

滞 納 繰 越 分 △

計 △

固定資産税

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分

計

軽自動車税

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分 △

計 △

事 業 所 税

現 年 課 税 分 ― ― ―

滞 納 繰 越 分 ―

計 ―

都市計画税

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分

計

合 計

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分 △

計 △

合計の内訳

即時消滅によるもの

執行停止中の消滅

時 効 に よ る も の

執行停止後 年

経 過 に よ る も の
△

消滅時効によるもの △

不納欠損額は 万 千円で、前年度に比べ 万 千円減少した。これは

主に、固定資産税及び事業所税の不納欠損額が増加したものの、市民税（個

人）の不納欠損額が減少したことによるものである。
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エ 市税の収入未済状況 （単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分 △

合 計 △

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円減少した。

これは主に、徴収率の上昇によるものである。

市税は歳入の根幹を成すものであり、負担の公平性の観点からも、未収

債権については適正に管理されたい。
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市税の収入状況
 

区 分

元 年 度

調 定 額 収 入 済 額

金 額 金 額 徴 収 率

市 民 税

個 人

現年課税分

滞納繰越分

計

市 民 税

法 人

現年課税分

滞納繰越分

計

固 定 資 産 税

現年課税分

滞納繰越分

計

国有資産等所在
市町村交付金

現年課税分

軽 自 動 車 税

現年課税分

滞納繰越分

計

環 境 性 能 割 現年課税分

市 た ば こ 税 現年課税分

入 湯 税 現年課税分

事 業 所 税

現年課税分

滞納繰越分

計

都 市 計 画 税

現年課税分

滞納繰越分

計

合 計

現年課税分

滞納繰越分

計
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（単位：円・％）

年 度 比 較 増 減

調 定 額 収 入 済 額 調 定 額 収 入 済 額

金 額 金 額 徴 収 率 金 額 金 額 徴 収 率

△

△ △ △

△ △ △

△

△ △ △

△ △ ─

△ △

△

― ― ―

─

△ △ ─

△ △

△

△

△ △ △

△

△ △ △
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市税以外の自主財源の主なものは、学校給食費収入等の諸収入 億

万 千円、一般廃棄物処分手数料等の使用料及び手数料 億 万 千

円、私立保育所措置費自己負担金等の分担金及び負担金 億 万 千円

である。

市税以外の不納欠損額及び収入未済額は、次表のとおりである。

市税以外の不納欠損額及び収入未済額 （単位：円）

区 分
元 年 度 年 度 比 較 増 減

不納欠損額 収入未済額 不納欠損額 収入未済額 不納欠損額 収入未済額

負 担 金 △

使 用 料 △ △

手 数 料

財産運用

収 入
― ― ― ―

延滞金・加算金

及び過料
― ―

貸 付 金

元利収入
△ △

雑 入

合 計 △

不納欠損額は 億 万円で、前年度に比べ 万 千円減少した。不納

欠損の主なものは、雑入における生活保護法第 条の徴収金及び第 条の返

還金である。

また、収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円増加

した。これは主に、前年度末をもって針テラス事業特別会計が廃止され一般

会計へ移行したことに伴い、針テラス事業の財産運用収入における土地及び

建物貸付収入の収入未済額が、一般会計に計上されたことによるものである。
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⑵ 歳出

本年度の歳出決算状況は、次表のとおりである。

歳出決算状況  （単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

予 算 現 額

支 出 済 額

翌年度繰越額

不 用 額

予算現額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、支出

済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、翌年度繰越

額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円、不用額は 億

万円で、前年度に比べ 億 万 千円と、いずれも増加した。

歳出決算額の性質別構成は、別表のとおり、義務的経費は 億 万 千

円（構成比率 ％）、投資的経費は 億 万 千円（構成比率 ％）、そ

の他の経費は 億 万 千円（構成比率 ％）となっている。

義務的経費は、前年度に比べ 億 万 千円減少しており、その内訳は次

のとおりである。

ア 人件費は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

これは主に、退職者の減少により退職手当が減少したことによるものである。

イ 扶助費は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加した。

これは主に、生活介護、就労継続支援及び児童発達支援等の障害福祉サービ

スの利用件数の増加により、障害者福祉費の扶助費が増加したことによるも

のである。

ウ 公債費は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

これは主に、市債の利率見直しにより利子が減少したことによるものである。

－ 19 －



投資的経費は、前年度に比べ 億 万円増加しており、普通建設事業費

の主な内容は、次のとおりである。

ア 鶴舞小学校ほか 校空調設備設置工事等の小学校施設整備事業費が 億

万 千円

イ 法蓮佐保山四丁目地内ほか北部第 号線道路改良工事等の道路橋梁新設

改良費が 億 万 千円

ウ 大和西大寺駅自由通路整備工事委託料等の街路事業費が 億 万 千円

エ ソフィア富雄保育園及び登美ヶ丘マミーズ保育園の創設に係る民間保育

所等施設整備補助金等の児童福祉施設整備事業費が 億 万 千円

オ 春日中学校ほか 校空調設備設置工事等の中学校施設整備事業費が 億

万 千円

カ 本庁舎耐震改修その他工事等の庁舎等施設整備事業費が 億 万 千円

その他の経費は、前年度に比べ 億 万 千円増加しており、その主な内訳

は次のとおりである。

ア 物件費は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円増加した。こ

れは主に、消費税率 ％への引上げに伴う家計の負担緩和等のためのプレミ

アム付商品券発行業務委託料等の委託料が増加したことによるものである。

イ 補助費等は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円減少した。こ

れは主に、障害者自立支援給付費国庫負担金返還金等の返還金が増加したも

のの、基準外繰出しの見直しにより下水道事業会計補助金等の負担金補助及

び交付金が減少したことによるものである。

ウ 繰出金は 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円増加した。これ

は主に、国民健康保険特別会計への繰出金が減少したものの、土地区画整理

事業特別会計及び介護保険特別会計への繰出金が増加したことによるもの

である。
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別表 性質別構成
  

（単位：円・％）

区 分

元 年 度 年 度 比 較 増 減

金 額
構成

比率
金 額

構成

比率
金 額

構成

比率

義
務
的
経
費

人 件 費 △ △

扶 助 費

公 債 費 △ △

小 計 △ △

投
資
的
経
費

普通建設事業費

災害復旧事業費 △ △

小 計

そ
の
他
の
経
費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等 △ △

積 立 金

貸 付 金 △ △

繰 出 金 △

小 計 △

合 計 ―
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参考図 性質別構成

（ 注 ） 「 そ の 他 」 の 内 訳 ： 積 立 金 、 貸 付 金

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円 億 万円

万円 億 万円

億 万円 億 万円

億 万円
億 万円

億 万円
億 万円

億 万円 億 万円

元年度 年度

人 件 費

義

務

的

経

費

扶 助 費

公 債 費

普通建設事業費

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等

繰 出 金

そ の 他

投 資 的

経 費

そ

の

他

の

経

費

災害復旧事業費

合計 億 万円合計 億 万円

－ 22 －



款別 目的別 執行状況は、次表のとおりである。

款別 目的別執行状況
   

（単位：円・％）

款 予 算 現 額 支 出 済 額 執行率
構成

比率
翌年度繰越額 不 用 額

議 会 費 ―

総 務 費

逓次

明許

小計

民 生 費 明許

衛 生 費 明許

労 働 費 ―

農林水産業費 明許

商 工 費 ―

観 光 費 ―

土 木 費 明許

消 防 費 明許

教 育 費

明許

事故

小計

災害復旧費 明許

公 債 費 ―

諸 支 出 金 明許

予 備 費 ― ― ― ―

合 計

逓次

明許

事故

合計

（注）翌年度繰越額の「逓次」は逓次繰越、「明許」は繰越明許費、「事故」は事故繰越しである。
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翌年度への繰越しの状況は、次表のとおりである。

逓次繰越 単位：円

款 項 事 業 名 翌年度繰越額

総 務 費 徴 税 費 固 定 資 産 路 線 価 付 設 業 務

合 計

繰越明許費 （単位：円）

款 項 事 業 名 翌年度繰越額

総 務 費

総 務 管 理 費
非 常 用 発 電 機 増 強 調 査 経 費

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業

企 画 費
防 災 対 策 経 費

文 化 振 興 施 設 整 備 事 業

民 生 費

社 会 福 祉 費 高 齢 者 福 祉 施 設 整 備 事 業

児 童 福 祉 費

保 育 所 移 転 準 備 経 費

児 童 館 管 理 経 費

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業

認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業

衛 生 費 保 健 衛 生 費 保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業

農林水産業費 農 林 費
土 地 基 盤 整 備 事 業

美しい森林づくり基盤整備交付金事業経費

土 木 費

道 路 橋 梁 費
定 期 点 検 経 費

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業

河 川 費 河 川 堤 防 改 修 事 業

都 市 計 画 費

都市 ・ 地域総合交通戦略策定経費

街 路 事 業

公 園 事 業

消 防 費 消 防 費 消 防 施 設 整 備 事 業

教 育 費

教 育 総 務 費 教 育 情 報 化 推 進 経 費

小 学 校 費 小 学 校 施 設 整 備 事 業

中 学 校 費 中 学 校 施 設 整 備 事 業

社 会 教 育 費 指 定 文 化 財 補 助 経 費

災 害 復 旧 費
農林水産業施設

災 害 復 旧 費
農 林 業 用 施 設 災 害 復 旧 事 業

諸 支 出 金 減 債 基 金 減 債 基 金 経 費

合 計
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事故繰越し 単位：円

款 項 事 業 名 翌年度繰越額

教 育 費 高 等 学 校 費 高 等 学 校 施 設 整 備 事 業

合 計

翌年度繰越額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増加

した。繰越額の内訳は、逓次繰越 万 千円、繰越明許費 億 万 千円及

び事故繰越し 億 万円である。

繰越明許費の主な理由は次のとおりである。

ア 土木費の街路事業において、大和西大寺駅北口駅前広場整備事業を国の

社会資本整備総合交付金を活用して実施するに当たり、国の補正予算成立

が 月であったことによるものである。

イ 教育費の小学校施設整備事業及び中学校施設整備事業において、トイレ

等の改修工事を国の学校施設環境改善交付金を活用して実施するに当たり、

国の補正予算成立が 月であったことによるものである。

ウ 教育費の教育情報化推進経費において、ＧＩＧＡスクール構想を国の公

立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補助金を活用して実施するに

当たり、国の補正予算成立が 月であったことによるものである。

事故繰越しの理由については、教育費の高等学校施設整備事業において、

一条高等学校講堂新築工事を実施するに当たり、建築部材の供給不足により

工期が遅延したことによるものである。
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予備費充当の状況は、次表のとおりである。

予備費充当額
   

単位千円

款

節
総 務 費 衛 生 費

農林水

産業費
土 木 費 消 防 費 合 計

旅 費 ― ― ― ―

需 用 費 ― ― ― ―

役 務 費 ― ― ―

委 託 料

使用料及び

賃 借 料
― ― ― ―

補償補塡及び

賠 償 金
― ― ― ―

合 計

予備費は、予算計上された 万円のうち 万 千円が充当されている。

主なものは、衛生費における新型コロナウイルス感染予防対策のための消耗

品費 万 千円、土木費におけるＪＲ奈良駅前周辺土地区画整理事業の換地

処分地に存在する地中埋設物搬出処理費用等に関する損害賠償等請求訴訟に

係る弁護士費用（着手金） 万円及び消防費における消防無線デジタル化事

業をめぐる談合に関する損害賠償請求訴訟に係る弁護士費用（着手金） 万

円である。
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３ 特 別 会 計

特別会計は、住宅新築資金等貸付金特別会計ほか 会計で、会計別の決算状況は、

次表のとおりである。

会計別の決算状況
   

（単位：円）

会 計 別 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 形 式 収 支 額
翌年度へ繰り越

す べ き 財 源
実 質 収 支 額

住宅新築資金等

貸付金特別会計
△ ― △

国民 健康保 険

特 別 会 計
―

土地 区画整 理

事業 特別会 計
―

市街 地再開 発

事業 特別会 計
― ― ―

公共 用地取 得

事業 特別会 計
― ― ―

介 護 保 険

特 別 会 計
―

母子父子寡婦福祉資金

貸付金特別会計
―

後期高齢者医療

特 別 会 計
―

合 計
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また、一般会計からの繰入金及び市債の状況は次表のとおりである。

一般会計からの繰入金
 

（単位：円）

会 計 別 元 年 度 年 度 比 較 増 減

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 △

土地区画整理事業特別会計

市街地再開発事業特別会計 △

公共用地取得事業特別会計 △

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 ― △

介 護 保 険 特 別 会 計

針 テ ラ ス 事 業 特 別 会 計 ― △

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

合 計

市債の状況
  

（単位：円）

区 分 前年度末未償還元金 発 行 額 元金償還額 本年度末未償還元金

住宅新築資金等貸付事業債 ―

土 地 区 画 整 理 事業債

市 街 地 再 開 発 事業債 ―

公 共 用 地 取 得 事業債 ― ―

母 子 父 子 寡 婦 福 祉

資 金 貸 付 事 業 債
―

合 計
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⑴ 住宅新築資金等貸付金特別会計

本年度は、歳入決算額 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、差引き

億 万 千円の不足が生じているため、翌年度歳入の繰上充用金によって

補塡されている。

歳入決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

県 支 出 金

諸 収 入 △

合 計 △

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

住宅新築資金等貸付事業費

公 債 費 △

繰 上 充 用 金 △

合 計 △

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合（以下「回収管理組合」という。）

で回収され、市に返戻された貸付金の内訳は、現年度分 万 千円（徴収率

％）、滞納繰越分 万 千円（徴収率 ％）となっている。徴収率につ

いては、滞納繰越分はもちろん現年度分においても低い状況であり、収入未

済額が多額である。

なお、本年度は、奈良県住宅新築資金等償還事務審査会が回収の見込みが

ないと判定し、回収管理組合から返還された債権 件、 万 千円が不納欠損

処分されている。そのことにより、不納欠損処分された債権の 分の にあた

る 万 千円が、県から住宅新築資金等貸付助成事業補助金として交付され

ている。

また、本年度の市債の元金償還額は 万円で、その結果、元金の年度末残

高は 万円となっている。
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諸収入の収入状況
   

（単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

元

年

度

住宅新築資
金等貸付金
元 利 収 入

滞 納 繰 越 分 ― ― ―

回 収 管 理

組合返戻金

元利金

返戻金

現 年 度 分 ―

滞納繰越分 ―

合 計 ―

年

度

住宅新築資金等貸付金元利収入 ― ― ―

回 収 管 理 組 合 返 戻 金 ―

比

較

増

減

住宅新築資金等貸付金元利収入 ― ― ―

回 収 管 理 組 合 返 戻 金 △ △ △ ― △
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⑵ 国民健康保険特別会計

本年度末の国民健康保険の世帯数及び被保険者数の状況は、次表のとおり

である。

国民健康保険の世帯数及び被保険者数の状況 （単位：世帯・人）

区 分 元年度末現在 年度末現在 比 較 増 減

世 帯 数 △

被 保 険 者 数 △

歳入決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

国 民 健 康 保 険 料 △

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 ―

県 支 出 金

財 産 収 入 △

繰 入 金 △

繰 越 金 △

諸 収 入 △

合 計 △

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

総 務 費

保 険 給 付 費

事 業 費 納 付 金 △

共 同 事 業 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金 △

諸 支 出 金 △

合 計 △
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本年度は、歳入決算額 億 万円、歳出決算額 億 万 千円で、差引

き 万 千円の黒字となった。黒字額のうち 万 千円は、県支出金の精算に

伴い、返還金として支出することになる。

本年度の歳入決算額は、前年度に比べ 億 万 千円減少した。これは主に、

繰入金が減少したことによるものである。

国民健康保険料の収入状況
 

（単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

元

年

度

医 療 給

付 費 分

現年度分 ―

滞納繰越分

介 護 納

付 金 分

現年度分 ―

滞納繰越分

後期高齢者

支援金等分

現年度分 ―

滞納繰越分

合 計

現年度分 ―

滞納繰越分

計

年

度

合 計

比 較 増 減 △ △ △ △
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一般被保険者返納金等注の収入状況 （単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

元

年

度

現 年 度 分 ―

滞 納 繰 越 分

合 計

年

度

合 計

比 較 増 減 △ △ △ △

注 国民健康保険の資格喪失後受診等、法律上正当な理由がないにもかかわらず、国民健康保険から不当に保険給付費

（医療機関窓口での現物給付を含む）を受給した者に対して行う返還請求。

本年度の国民健康保険料の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億

万円減少した。これは主に、被保険者数が減少したことによるものであ

る。

また、徴収率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。財源の確保及

び負担の公平性の観点からも、未収債権については適正に管理されたい。

一般会計からの繰入金
 

（単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 △

職 員 給 与 費 等 繰 入 金 ― △

出産育児一時金等繰入金 △

財政安定化支援事業繰入金

合 計 △

歳入決算額のうち、一般会計からの繰入金は、 億 万 千円で、前年度

に比べ 億 万 千円減少した。これは主に、職員給与費等繰入金がなくな

ったことによるものである。

本年度の歳出決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円減
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少した。これは主に、償還金の減少により諸支出金が減少したことによるもの

である。

歳出決算額の主なものは、保険給付費 億 万 千円で、前年度に比べ

億 万 千円増加した。これは主に、医療高度化により、一人当たりの医療

費が増加したことによるものである。
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⑶ 土地区画整理事業特別会計

本年度は、歳入決算額 億 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、差引

き 万 千円は、繰越明許費の財源として翌年度へ繰り越されている。

歳入決算額  （単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

国 庫 支 出 金 △

保 留 地 処 分 金 収 入 △

繰 入 金

繰 越 金 △

諸 収 入 △

市 債 △

合 計 △

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

西 大 寺 駅 南 地 区

土地区画整理事業費
△

奈 良 駅 南 地 区

土地区画整理事業費

公 債 費 △

合 計 △

繰越明許費 （単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

西 大 寺 駅 南 地 区

土地区画整理事業費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区

土地区画整理事業費

合 計
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本年度の歳入決算額は、前年度に比べ 億 万 千円減少した。これは主

に、保留地処分金収入が減少したことによるものである。

歳入決算額の主なものは、市債が 億 万円、国庫支出金が 億 万

千円、繰入金が 億 万円及び保留地処分金収入が 件で 億 万 千円

となっている。

本年度の歳出決算額は、前年度に比べ 億 万円減少した。

歳出決算額の内訳は、西大寺駅南地区土地区画整理事業費 億 万円、

ＪＲ奈良駅南地区土地区画整理事業費 億 万 千円及び公債費 億 万

千円となっている。

また、本年度の市債の元金償還額は 億 万 千円で、その結果、元金の年

度末残高は 億 万 千円となった。

翌年度繰越額は繰越明許費 億 万 千円であり、前年度に比べ 億

万円増加した。繰越しの主な理由は、西大寺駅南地区土地区画整理事業

費において、地権者との調整に不測の日数を要したこと及び大和西大寺駅南北

自由通路整備事業を国の社会資本整備総合交付金を活用して実施するに当た

り、国の補正予算成立が 月であったことによるものである。

本年度の事業進捗率は、近鉄西大寺駅南土地区画整理事業については、令和

年度までの事業計画で となり、前年度に比べ ポイント、ＪＲ奈良駅

南特定土地区画整理事業については、令和 年度までの事業計画で となり、

前年度に比べ ポイント、いずれも上昇した。

国際文化観光都市としてふさわしい、駅周辺地域における整備事業の進捗に

向けて、引き続き努力を要望する。
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⑷ 市街地再開発事業特別会計

本会計は、西部出張所及び西部会館駐車場における建設費用の市債を償還す

る特別会計である。

本年度は、歳入決算額、歳出決算額とも 億 万 千円となっている。

歳入は一般会計からの繰入金であり、歳出は市債の償還に要する経費である。

また、本年度の市債の元金償還額は 億 万円で、その結果、元金の年度

末残高は 万 千円となった。

歳入決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

繰 入 金 △

合 計 △

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

公 債 費 △

合 計 △

⑸ 公共用地取得事業特別会計

本会計は、公共用地先行取得事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため

の特別会計であり、佐保川地域ふれあい会館駐車場用地及びならまち振興館駐

車場用地等の取得に係る市債の償還を経理している。

本年度は、歳入決算額、歳出決算額とも 万 千円となっている。

歳入は一般会計からの繰入金であり、歳出は市債の償還に要する経費である。

また、本年度の市債の元金償還額は 万 千円で、その結果、元金の年度

末残高は 円となった。
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歳入決算額 （単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

繰 入 金 △

合 計 △

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

公 債 費 △

合 計 △

⑹ 介護保険特別会計

本年度は、歳入決算額 億 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、

差引き 億 万 千円の黒字となった。黒字額のうち、 億円が奈良市介護給

付費準備基金に積み立てられ、残額は国庫支出金等の精算に伴う翌年度におけ

る返還金として支出することになる。

本年度末の第 号被保険者数及び要介護（要支援）認定者数の状況は、次表の

とおりである。

第 号被保険者数の状況 （単位：人）

区 分 元年度末現在 年度末現在 比 較 増 減

第 号 被 保 険 者 数

要介護（要支援）認定者数
 

（単位：人）

区 分 元年度末現在 年度末現在 比 較 増 減

要介護（要支援）認定者数

（ うち第 号被保険者数） △

利
用
者
数

居 宅 介 護 サ ー ビ ス

地域密着型サービス

施 設 介 護 サ ー ビ ス

（注）利用者数は延べ人数である。   
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歳入決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

保 険 料 △

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金 △

諸 収 入

合 計

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

総 務 費 △

保 険 給 付 費

地域支援事業費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金 △

合 計

本年度の歳入決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千

円増加した。これは主に、国庫支出金が増加したことによるものである。
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介護保険料の収入状況
 

（単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

元

年

度

現年度分 ―

滞納繰越分

合 計

年

度

合 計

比 較 増 減 △ △ △

返納金の収入状況
  

（単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

元

年

度

現年度分 ─

滞納繰越分 ─ ─ ─

合 計 ─

年

度

合 計 ─

比 較 増 減 ─

本年度の介護保険料の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万

千円減少した。これは主に、本年度に第 号被保険者における低所得者の

負担軽減のために、介護保険料の単価の改定が行われたことにより、一人当た

りの保険料が減少したことによるものである。

また、徴収率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。財源の確保及

び負担の公平性の観点からも、未収債権については適正に管理されたい。
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一般会計からの繰入金
 

（単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

介 護 給 付 費 繰 入 金

地 域 支 援 事 業 繰 入 金

低所得者保険料軽減繰入金

そ の 他 一 般 会 計 繰 入 金 △

合 計

歳入決算額のうち、一般会計からの繰入金は 億 万 千円で、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。これは主に、低所得者の保険料の負担軽減が強

化されたことにより、低所得者保険料軽減繰入金が増加したことによるもので

ある。

本年度の歳出決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円増

加した。

歳出決算額の主なものは、保険給付費 億 万 千円で、前年度に比べ

億 万 千円増加した。これは主に、介護サービス等の給付件数が増加し

たことによるものである。
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⑺ 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

本年度は、歳入決算額 万円、歳出決算額 万 千円で、差引き 万

千円の黒字となった。これは、翌年度以降の貸付金の原資となる。

歳入決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

繰 越 金 △

諸 収 入 △

合 計 △

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

諸 支 出 金

合 計

本年度の貸付状況は、 件で 万 千円であり、その内訳は、母子福祉資

金貸付金が 件で 万 千円、寡婦福祉資金貸付金が 件で 万 千円とな

っている。

なお、諸支出金 万 千円は、母子及び父子並びに寡婦福祉法第 条第 項

の規定に基づき、一般会計へ繰り出されたものである。

母子父子寡婦福祉資金貸付金元利収入の収入状況 （単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

元

年

度

現 年 度 分 ―

滞 納 繰 越 分

合 計

年

度

合 計

比 較 増 減 △ △ △ △
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本年度の貸付金元利収入の収入済額は 万 千円で、前年度に比べ 万

千円減少した。また、徴収率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。

未収債権については、適正に管理されたい。

⑻ 後期高齢者医療特別会計

本年度は、歳入決算額 億 万 千円、歳出決算額 億 万 千円で、

差引き 万 千円の黒字となった。黒字額は出納整理期間中に収入となった

本年度分の後期高齢者医療保険料等であり、翌年度に奈良県後期高齢者医療広

域連合（以下「広域連合」という。）に負担金として支出することになる。

本年度末の被保険者数は、次表のとおりである。

被保険者数
 

（単位：人）

区 分 元年度末現在 年度末現在 比 較 増 減

被 保 険 者 数

歳入決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

後期高齢者医療保険料

国 庫 支 出 金 ― △

繰 入 金

繰 越 金 △

諸 収 入

合 計

歳出決算額
 

（単位：円）

款 元 年 度 年 度 比 較 増 減

総 務 費 △

後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金

保 健 事 業 費

諸 支 出 金 ―

合 計
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本年度の歳入決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円増加

した。これは主に、後期高齢者医療保険料の収入が増加したことによるもので

ある。

後期高齢者医療保険料の収入状況
 

（単位：円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 徴収率 不納欠損額 収入未済額

元

年

度

現 年 度 分 ―

滞納繰越分

合 計

年

度

合 計

比 較 増 減 △

本年度の後期高齢者医療保険料の収入済額は 億 万 千円で、前年度に

比べ 億 万 千円増加した。これは主に、被保険者数が増加したことによ

るものである。

また、徴収率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。広域連合に

は、後期高齢者医療保険料分としては収入済額のみを負担金として支出するこ

とになっているが、未収債権については適正に管理されたい。

一般会計からの繰入金
 

（単位：円）

区 分 元 年 度 年 度 比 較 増 減

事 務 費 繰 入 金

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金

合 計

歳入決算額のうち、一般会計からの繰入金は、 億 万 千円で、前年度

に比べ 万 千円増加した。これは主に、事務費繰入金が増加したことによ

るものである。
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なお、一般会計からは、このほかに高齢者の医療の確保に関する法律第 条

の規定に基づき、本会計を通さず広域連合に対して、 億 万 千円が後期

高齢者医療療養給付費負担金として支出されている。

本年度の歳出決算額は 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円増

加した。これは主に、後期高齢者医療保険料等の増加により広域連合に支出す

る後期高齢者医療広域連合納付金が増加したことによるものである。
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４ 財産に関する調書

財産については、出納整理期間がないため、年度末の計数は全て 月末日現在

の数値である。

⑴ 公 有 財 産

本年度末の公有財産の状況は、次表のとおりである。

公有財産の状況
  

区 分 元年度末現在高 年度末現在高 差引増減高

土
地
（
㎡
）

行 政 財 産 △

普
通
財
産

宅地 ・溜池等

山 林 ―

合 計 △

建
物
（
㎡
）

行 政 財 産 △

普 通 財 産

合 計

物 権 （ ㎡ ） ―

有 価 証 券（円 ） △

出 資 に よ る 権 利 （ 円 ） ―

（注） 物権は山林の地上権である。

山 林
  

（単位：㎡）

土 地 の 権 利 の 区 分 元年度末現在高 年度末現在高 差引増減高

所 有 ―

地 上 権 ―

合 計 ―

行政財産（土地）が減少した主な理由は、中ノ川球場の土地を民間法人に有

償で貸与するため、行政財産としての用途を廃止し、普通財産に変更したこと

によるものである。
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行政財産（建物）が減少した主な理由は、旧吐山小学校の建物を民間法人に

有償で貸与するため、行政財産としての用途を廃止し、普通財産に変更したこ

とによるものである。

普通財産（建物）が増加した主な理由は、上記のほかに、破産手続中である

民間法人所有の針テラス南館を針テラス事業として取得したことによるもの

である。

有価証券が減少した理由及び内容は、株式会社まちづくり奈良が、平成 年

月 日付けで解散し、令和元年 月 日付けで残余財産の清算が行われたこと

による分配金 万円及び株式会社ＮＨＫプラネッツ（以下「プラネッツ」とい

う。）が、令和 年 月に株式会社ＮＨＫエンタープライズと経営統合すること

に伴い、プラネッツから自己株式の取得の申入れがあり、本市が所有するプラ

ネッツの株式を譲渡（売却）したことによる 万円である。

⑵ 物 品

取得価格 万円以上の物品について、前年度末現在 点で、本年度中に

点増加し、 点減少したことにより、本年度末現在 点と前年度に比べ

点増加した。

⑶ 債 権

本年度末現在額は 億 万円となり、前年度に比べ 万 千円減少した。

これは、母子父子寡婦福祉資金貸付金において、新規等貸付けが 万 千円

あったものの、貸付金償還の据置期間が終了した債権 万 千円が、母子父

子寡婦福祉資金貸付金特別会計へ移行したことによるものである。

⑷ 基 金

本年度の基金の状況は次表のとおりであり、 億 万円が積み立てられ、

億 万円が取り崩されている。

積立ての主なものは、奈良市介護給付費準備基金の 億 万 千円、奈良市財

政調整基金の 億 万円及び奈良市心のふるさと応援基金の 億 万 千

円である。

また、取崩しの主なものは、以下のとおりである。

奈良市財政調整基金においては、 億 万 千円を取り崩し、前年度の一般
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会計へ繰り入れられている。

奈良市国民健康保険財政調整基金においては、 億円を取り崩し、前年度の

奈良市国民健康保険特別会計へ繰り入れられている。

奈良市心のふるさと応援基金においては、平成 年中に受けた寄附を基に、

億 万 千円を取り崩し、文化財の保存及び活用事業等に充当されている。

なお、本年度に、森林環境譲与税を森林の整備及びその活性化の推進に充て

る目的で「奈良市森林活性化推進基金」、また、児童相談所の整備及び運営を

円滑かつ安定的に推進するための財源を確保する目的で「奈良市児童相談所基

金」が新たに設置されたが、令和 年 月末日において積立ては行われていない。
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基金の状況
  

（単位：円）

区 分 前年度末現在高
決算年度中増減高

決算年度末現在高
増 減

奈良市地域づくり推進基金 ―

奈 良 市 月 ヶ 瀬 八 幡 橋

維 持 管 理 基 金
―

奈 良 市 朱 雀 大 路 跡

整 備 事 業 基 金

奈 良 市 地 元 公 共

事 業 積 立 基 金

奈 良 市 財 政 調 整 基 金

奈 良 市 観 光 振 興 基 金

奈 良 市 減 債 基 金

奈 良 市 町 並 み 保 存

整 備 事 業 基 金
―

奈 良 市 福 祉 基 金

奈良市介護給付費準備基金 ―

奈 良 市 地 域 振 興 基 金 ― ―

奈 良 市 教 育 振 興 基 金

奈良市心のふるさと応援基金

奈 良 市 国 民 健 康 保 険

財 政 調 整 基 金

合 計

注 奈 良 市 地 域 振 興 基 金 は 全 額 繰 替 運 用 さ れ て い る 。 運 用 期 間 は 令 和 年 月 日 ま で

注 基 金 に つ い て は 出 納 整 理 期 間 が な い が 、 本 年 度 の 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 出 納 整 理 期 間 中

に お け る 基 金 の 動 き は 以 下 の と お り で あ る 。

・ 奈 良 市 地 域 づ く り 推 進 基 金 に お い て は 、 万 円 が 取 り 崩 さ れ て い る 。

・ 奈 良 市 財 政 調 整 基 金 に お い て は 、 億 円 が 積 み 立 て ら れ て い る 。

・ 奈 良 市 介 護 給 付 費 準 備 基 金 に お い て は 、 億 円 が 積 み 立 て ら れ て い る 。

・ 奈良市 教育振 興基金に おいて は、 万 円が積 み立て られ、 万 千円 が取り 崩され ている 。

・ 奈 良 市 国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 に お い て は 、 億 万 円 が 取 り 崩 さ れ て い る 。

・ 奈 良 市 森 林 活 性 化 推 進 基 金 に お い て は 、 万 千 円 が 積 み 立 て ら れ て い る 。
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令和元年度

奈 良 市 公 営 企 業 会 計

決 算 審 査 意 見 書

奈 良 市 監 査 委 員





奈 監 第 ４４ 号

令和２年７月２９日

奈良市長 仲 川 元 庸 様

奈良市監査委員 東 口 喜代一

同 中 本 勝

同 山 本 憲 宥

同 伊 藤 剛

令和元年度奈良市公営企業会計決算審査意見書の提出について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定により審査に

付された、令和元年度奈良市水道事業会計、奈良市下水道事業会計及び奈良市病院事

業会計の決算について審査した結果、次のとおりその意見書を提出します。





令和元年度奈良市公営企業会計決算審査意見書

目 次

第１ 審 査 対 象

第２ 審 査 期 間

第３ 審 査 方 法

第４ 審 査 結 果

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

注 １ 本書に用いる千円単位の数値は単位未満を四捨五入、また、比率は小数点以下第 位を

四捨五入した。したがって、合計と内訳の計、差引等が一致しない場合がある。

注 ２ 文中に用いるポイントとは、パーセンテージ間又は指数間の単純差引数値である。

注 ３ 該当数値はあるが、単位未満のものは「 」で表示した。

注 ４ 皆無又は該当数値なしの場合は「－」で表示した。

注 ５ 各会計における資本的収支については、消費税及び地方消費税を含んだ数値で記載した。

注 ６ 水道事業会計に用いる類似都市とは、水道事業においては給水人口 万人以上（東京

都及び政令指定都市を除く。）の水道事業、都祁水道事業においては給水人口 千人以上

万人未満の水道事業、月ヶ瀬簡易水道事業においては地方公営企業法適用の給水人口

千人以下の簡易水道事業とする。なお、類似都市平均は総務省作成の地方公営企業決算

資料による数値である。

注 ７ 水道事業会計及び下水道事業会計の各表において、「水道」は平成 年 月 日合併以前の

旧奈良市区域における水道事業、「都祁」は都祁水道事業、「月ヶ瀬」は月ヶ瀬簡易水道

事業、「公共」は公共下水道事業、「農集」は農業集落排水事業の略称である。

注 ８ 各表中に用いる年度の元号について、元年度は「令和」、その他は「平成」を省略して

いる。





第１ 審 査 対 象

令和元年度奈良市水道事業会計決算

同 奈良市下水道事業会計決算

同 奈良市病院事業会計決算

第２ 審 査 期 間

令和２年６月５日から同年７月２９日まで

第３ 審 査 方 法

各会計の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類について、地方公営企業法施行

令第９条に規定する会計の原則に準拠して作成され、事業の経営成績及び財政状態

を適正に表示しているかどうか、また、当事業が経済性を発揮し、その本来の目的

である公共の福祉を増進するように運営されたかどうかを検証するため、関係帳票

の照合等を行うとともに、関係者から説明を求め、併せて定期監査及び例月現金出

納検査の結果を参考として審査を実施した。

第４ 審 査 結 果

審査に付された各会計の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類は、地方公営企

業法等関係法令に準拠して作成されており、当事業の経営成績及び財政状態は適

正に表示されているものと認めた。また、事業の管理運営については、地方公営企

業の経営の基本原則に従い、おおむね適正に執行されているものと認めた。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大により、審査手続において諸々の影響があ

ったことを申し添える。

各会計の審査結果に付して記述すべき意見は、次のとおりである。
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水 道 事 業 会 計

１ 本年度の業務実績は、次表のとおりである。

区 分 元年度 年度 比較増減

水

道

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥）

緑 ヶ 丘 浄 水 場 △

木 津 浄 水 場

県 営 水 道 △

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人） △

都

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％） △

給 水 戸 数（戸） ―

給 水 量（㎥） △

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人）

月

ヶ

瀬

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸） △

給 水 量（㎥）

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人）
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全

体

給 水 区 域 内 人 口（人） △

給 水 人 口（人） △

給 水 普 及 率（％）

給 水 戸 数（戸）

給 水 量（㎥）

有 収 水 量（㎥） △

有 収 率（％） △

有収水量 給水人口（㎥ 人） △

（注）有収水量とは、料金徴収の対象となった水量をいう。

２ 本年度の主な投資的事業は、次のとおりである。

耐震化事業については、米谷配水池更新工事が前年度から実施され、本年度

しゅん工した。また、平城西配水池更新工事が前年度から、飛鳥配水池更新工

事が本年度から、いずれも令和 年度までの継続事業として実施されている。

老朽管改良事業については、老朽管を改良して安定給水を図るための配水支管

改良工事及び公共下水道築造等に伴う配水支管移設工事等 件が実施された。

鉛給水管布設替事業については、鉛管の解消対策として、「鉛給水管布設替実

施計画（平成 年 月策定）」に基づき、残存割合の高い地区を対象に、布設替

工事が か所において実施された。また、早期の鉛管解消を図るため、給水装

置所有者による鉛給水管布設替工事に対する補助金交付制度が本年度から開始

され、 件に対し交付された。

３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

  
（単位：円・％）

科 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

総 収 益 △ △

営業収益 △ △

給 水 収 益 △ △

受託工事収益

工 事 負 担 金 △ △

手 数 料 △ △
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営業外収益 △ △

受 取 利 息 △ △

他会計補助金 △ △

長期前受金戻入

雑 収 益

特別利益 △ △

固定資産売却益 ― △ 皆減

過年度損益修正益

その他特別利益 ― △ 皆減

総 費 用

営業費用

原水及び浄水費

配 水 費 △ △

給 水 費 △ △

施 設 管 理 費

受 託 工 事 費 △ △

業 務 費

総 係 費

東 部 管 理 費

都 管 理 費

月 ヶ瀬 管 理 費

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費

営業外費用 △ △

支 払 利 息 △ △

ダ ム 負 担 金 △ △

雑 支 出

特別損失 △ △

固定資産売却損 ― △ 皆減

過年度損益修正損 △ △

当年度純利益 △ △

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額 △ △

当年度未処分利益剰余金 △ △
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総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万 千円で、当年度純利益は 億

万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。

なお、前年度繰越利益剰余金 万 千円及びその他未処分利益剰余金変動額

億円を加えた当年度未処分利益剰余金は、 億 万 千円となった。

総収益の内訳は、営業収益 億 万 千円、営業外収益 億 万 千円及

び特別利益 万 千円となっている。

営業収益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、有収水

量の減少により給水収益が減少したことによるものである。

営業外収益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、長期前

受金戻入が増加したものの、都 地域における高料金対策補助金の減少により、

他会計補助金が減少したことによるものである。

次に、総費用の内訳は、営業費用 億 万 千円、営業外費用 億 万 千

円及び特別損失 万円となっている。

営業費用は、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。これは主に、須川

ダム耐震性能照査業務委託等の実施に伴う委託料の増加により、原水及び浄水費

が増加したことによるものである。

営業外費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、元利

均等償還方式である比奈知ダム建設事業割賦負担金及び企業債の償還が進んだこ

とにより、ダム負担金（利息）及び支払利息が減少したことによるものである。

４ 本年度の有収水量１㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。
    

（単位：円 ㎥）

 区 分 元年度 年度 比較増減
年度

類似都市平均

 

水

道

供 給 単 価

販 売 価 格 ）

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）

 販 売 利 益 △

 

都

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
△

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）
△

 販 売 利 益 △ △ △
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月
ヶ
瀬

供 給 単 価

販 売 価 格 ）

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）
△

 販 売 利 益 △ △ △

 

全

体

供 給 単 価

販 売 価 格 ）
―

 給 水 原 価

販 売 原 価 ）
―

 販 売 利 益 △ ―

 （注）全体分の計算式

給水収益 円

供給単価 円／㎥ ＝ ──────────────

有収水量 ㎥
 

 総費用 円 特別損失 円

受託工事費 円 長期前受金戻入 円

給水原価 円／㎥ ＝ ──────────────────────────────

有収水量 ㎥

供給単価は、全体で 円 銭となり、前年度に比べ 銭高くなった。これは

給水収益の減少率に比べ、有収水量の減少率が高かったことによるものである。

一方、給水原価は、全体で 円 銭となり、前年度に比べ 円 銭高くなった。

これは主に、営業費用の増加により総費用が増加したことによるものである。

その結果、販売利益は全体で 円 銭となり、前年度に比べ 円 銭減少した。
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５ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

  
（単位：円・％）

科 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

資 産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

建 物 △ △

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置

減価償却累計額 △ △ △ △

車 両 運 搬 具

減価償却累計額 △ △

器 具 備 品

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 △ △

ダ ム 使 用 権 △ △

水 利 権 △ △

その他無形固定資産 △ △

投 資 ― ―

流動資産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ △ △ △

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金 ― △ 皆減

前 払 金

その他流動資産
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負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

退職給付引当金 △ △

長期未払割賦金 △ △

流動負債

企 業 債

ダム割賦負担金 △ △

未 払 金

前 受 金 △ △

賞 与 引 当 金

預 り 金

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本

資 本 金

剰 余 金 △ △

資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 △ △

水道老朽施設更新積立金 ― ―

当年度未処分利益剰余金 △ △

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少と

なった。これは主に、配水管設備等の構築物における減価償却累計額の増加によ

り、固定資産が減少したことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円の減少となっ

た。これは主に、償還により企業債残高が減少したことによるものである。

資本総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の増加とな

った。これは、当年度純利益を計上したことによるものである。

公営－ 8－



６ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

   
単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不用額

資本的収入

企 業 債

負 担 金

分 担 金

資本的支出

建 設 改 良 費

固定資産取得費 ―

企業債償還金 ―

長 期 割 賦 金 ―

予 備 費 ― ―

差 引 金 額 △

△

※翌年度繰越額に

係る財源充当額

円を除く

資本的収入の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、他会計補助金等の

負担金 億 万 千円及び施設分担金等の分担金 億 万 千円である。

資本的支出の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、次のとおりである。

建設改良費は、神功四丁目地内平城西配水池更新工事等 億 万 千円であ

る。

企業債償還金は、 億 万 千円である。

長期割賦金は、比奈知ダム建設事業割賦負担金の割賦元金であり、 億 万円

である。

また、建設改良費の佐紀町～法華寺町地内口径 配水本管更生工事等 億

万 千円が翌年度へ繰り越されている。

なお、資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 万円

を除く。）が資本的支出額に不足する額 億 万円は、繰越工事資金 万 千

円、減債積立金 億円、過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 億 万 千円で補塡されている。
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７ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。
  

（単位：円）

区 分 元年度 年度 比較増減

前年度末残高 △

本年度借入額 △

本年度償還額

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、その内訳は、水資源機構割賦負担金繰上償

還 億 万円及び施設更新事業 万円である。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、本年度末残高は 億 万 千

円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。これは主に、留保資金を活用

し本年度の企業債の新規借入れが抑制されたことによるものである。

８ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

   
（単位：円）

区 分
金 額

元年度 年度 年度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少） △ △

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息

ダム負担金利息

固定資産除却損

固定資産売却損 ― ―

未収金の増減額（△は増加） △ △

未収消費税等の増減額（△は増加） △ ―

たな卸資産の増減額（△は増加） △ △

短期貸付金の増減額（△は増加） △ ―

前払金の増減額（△は増加） △ △

未払金の増減額（△は減少） △

公営－10－



未払消費税等の増減額（△は減少） △ △

前受金の増減額（△は減少） △ △

預り金の増減額（△は減少） △

その他流動資産の増減額（△は増加） △

小 計

利息の受取額 ―

利息の支払額 △ △ △

合 計

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ △ △

有形固定資産の売却による収入 ― ―

負担金による収入

分担金による収入

合 計 △ △ △

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てる

ための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てる

ための企業債の償還による支出
△ △ △

長期割賦金の償還による支出 △ △ △

合 計 △ △ △

資金増加額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

本年度の水道事業における本来の業務活動によるキャッシュ・フローでは、 億

万 千円の資金を生み出したことになる。

一方、有形固定資産の取得等の投資活動によるキャッシュ・フローでは、億

万 千円の資金を投入したことになり、建設改良費等の財源に充てるための企業債

の償還による支出等の財務活動によるキャッシュ・フローでは、 億 万 千円

の資金が減少したことになったが、これらのキャッシュ・フローを合わせても、業

務活動によるキャッシュ・フローの資金の範囲内に収まっているため、キャッシュ・

フローは健全な状態であるということができ、全体として本年度末の資金は 億

万円となり、前年度に比べ 万 千円増加した。
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９ 本年度の財務分析は、次表のとおりである。

    
（単位：％）

 区 分 元年度 年度 比較増減
年度

類似都市平均

 流 動 比 率 △

 酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）
△

 現 金 比 率 △

 自 己 資 本

構 成 比 率
 注

流動資産 円

流動比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円
 

 現金預金 円 ＋

｛未収金 円 貸倒引当金 円 ｝

酸性試験比率 ＝ ────────────────────────── ×

（当座比率） 流動負債 円

 
現金預金 円）

現金比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円
 

 資本金 円 ＋剰余金 円 ＋

評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ＝ ─────────────────────────── ×

負債・資本合計 円）
 

 各指標は 事業全体の数値であるが、類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び政令指定

都市を除く。）の水道事業の数値を参考に表記している。

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下し

た。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント低下した。これらは、基本的に 年以内に

現金化し、支払うことができる流動資産をどの程度保有しているかを示す指標で

あり、本年度の各比率が低下した主な理由は、未払金の増加等により流動負債が

増加したことによるものである。
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また、自己資本構成比率は、自己資本が総資本（負債・資本合計）に占める割

合を示し、企業が長期にわたって安定的に健全な経営ができるかを示す指標であ

り、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、資本

金が増加したことによるものである。

本年度の損益分析は、次表のとおりである。

    
（単位：％）

 区 分 元年度 年度 比較増減
年度

類似都市平均

 総 資 本 利 益 率 △

 総 収 支 比 率 △

 注

総資本利益率
 当年度経常利益 円

＝ ────────────────────────────────── ×

｛期首負債（ 円）＋期首資本（ 円）＋

期末負債（ 円）＋期末資本（ 円） ｝÷

 総収益 円

総収支比率 ＝ ───────────── ×

総費用 円
 

 各指標は 事業全体の数値であるが、類似都市平均は給水人口 万人以上（東京都及び政令指定

都市を除く。）の水道事業の数値を参考に表記している。

総資本利益率は、保有する資本の運用により、どれだけ効率的に利益を生み出

しているかを表したもので、企業の収益性を総合的に判断する場合に用いられ、

高いほど良いとされている。本年度は ％となり、前年度に比べ ポイント低

下した。これは主に、営業費用の増加により当年度経常利益が減少したことによ

るものである。

また、総収支比率は、企業活動における資金調達と支払の全体的なバランスを

示し、 ％以上で、高いほど経営状態が良好であるとされている。本年度は ％

となり、前年度に比べ ポイント低下した。これは主に、営業費用の増加により

総費用が増加したことによるものである。
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本年度の施設分析は、次表のとおりである。

     
（単位：％）

 区 分 元年度 年度 比較増減
年度

類似都市平均

 

施設利用率

水 道

 都 △

 月ヶ瀬

      
（単位：％）

 区 分 元年度 年度 比較増減
年度

類似都市平均

 

負 荷 率

水 道 △

 都 △

 月ヶ瀬 △

      
（単位：％）

 区 分 元年度 年度 比較増減
年度

類似都市平均

 

最大稼働率

水 道

 都 △

 月ヶ瀬

 注 水道分の計算式

日平均給水量 ㎥

施設利用率 ＝ ────────────── ×

日給水能力 ㎥
 

 日平均給水量 ㎥

負荷率 ＝ ────────────── ×

日最大給水量 ㎥
 

 日最大給水量 ㎥

最大稼働率 ＝ ────────────── ×

日給水能力 ㎥
 

 ※ 日最大給水量（通常給水分）

水 道 ㎥／日（令和元年 月 日）

都 ㎥／日（令和元年 月 日）

月ヶ瀬 ㎥／日（令和元年 月 日）

※ 日給水能力（ロス率 ）

水 道 緑ヶ丘浄水場 木津浄水場 県水受水量

㎥ × ）＋（ ㎥ × ）＋ ㎥＝ ㎥／日
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 都 都 浄水場 北部浄水場

㎥ × ）＋（ ㎥ × ）＝ ㎥／日
 

 月ヶ瀬 桃香野浄水場 月瀬浄水場 尾山浄水場

㎥ × ）＋（ ㎥ × ）＋（ ㎥ × ）＋

石打牛場浄水場

㎥ × ）＝ ㎥／日

施設が有効に利用されていることを示す施設利用率は、水道分で ％となり、

前年度に比べ ポイント上昇した。

次に、 ％に近いほど水道事業の施設効率が良いとされる負荷率は、水道分で

％となり、前年度に比べ ポイント低下した。

また、最大稼働率は、水道分で ％となり、前年度に比べ ポイント上昇

した。

本年度の有収率は、次表のとおりである。

     
（単位：％）

区 分 元年度 年度 比較増減
年度

類似都市平均

有収率

水 道 △

都 △

月ヶ瀬 △

全 体 △ ―

注 全体分の計算式

有収水量 ㎥

有収率 ＝ ────────────── ×

給水量 ㎥

有収率は、全体で ％となり、前年度に比べ ポイント低下した。これは

主に、佐紀町～法華寺町地内口径 配水本管更生工事等の大規模工事の実施に

伴う洗管により、有収水量にならない局事業用水量が増加したことによるもので

ある。

有収率の向上に向けては従来から努力されており、本年度も漏水調査及び調査

に伴う修繕等の漏水防止対策が延長 実施されているが、今後も引き続き、

有収率の向上に努められたい。
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本年度の水道料金の過年度分収入状況は、次表のとおりである。
   

（単位 円）

区 分 元年度 年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額 △

増 減 額 △ △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額

本 年 度 末 過 年 度 未 収 額 △

（注 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額は、 万 千円であり、前年度に比べ 万 千円減少

した。これは主に、給水収益の規模の縮小の影響により減少したと考えられるが、

むしろ、不納欠損額は増加している。未収債権については、適正に管理されたい。
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むすび

本年度の経営成績をみると、総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万

千円で、差引き 億 万 千円の当年度純利益を計上している。

しかし、営業収益に大きな影響を与える給水人口と有収水量は年々減少する傾

向にあり、主たる営業収益である給水収益は 年連続減少している状況である。

また、水道施設の経年劣化が進んでいることを受け、収益的収支においては、

耐震化事業計画により施設の耐震性能照査業務委託 万円が実施され、委託

料が増加したことが総費用の主な増加要因となっている。一方、資本的収支にお

いても、平成 年度から か年継続の耐震化事業、老朽管改良事業の工事が実施さ

れ、建設改良費が、前年度に比べ 億 万 千円増加している。

給水収益の減少及び耐震化事業等の実施は、今後も財政を圧迫すると考えられ

ることから、現在、利益剰余金が計上されているが、将来にわたり水道の安定供

給及び健全な経営を両立するため、引き続き計画的に施設の更新事業を行うとと

もに、経費の削減に努められ、効率的な経営を行われたい。

加えて、人件費、減価償却費及び資金コスト等の下水道事業会計と共通して発

生する費用についても適切な按分を行った上で、経営成績及び財政状態を適切に

把握し、経済的な事業経営を行われるよう要望する。
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下 水 道 事 業 会 計

１ 本年度の公共下水道事業及び農業集落排水事業の業務実績は、次表のとおり

である。

（注） 公共下水道事業とは、主として市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水を排除

し、又は処理するために市が管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接

続し、きれいにして川に戻す事業をいう。

農業集落排水事業とは、精華地区、田原地区、東部第１地区（須川町ほか）、東部第２地区

（柳生町ほか）、石打地区、尾山地区及び長引地区の生活環境の向上・農業用水の水質保全等

を目的として、各家庭のトイレ・台所・風呂場等から出た汚水を処理場に集め、きれいにして

川に戻す事業をいう。

区 分 元年度 年度 比較増減

公

共

処 理 区 域 面 積（ｈａ）

行政区域内人口（人） △

処理区域内人口（人） △

普 及 率（％）

水 洗 化 人 口（人）

水 洗 化 率（％）

有 収 水 量（㎥） △

農

集

処理区域内人口（人） △

水 洗 便 所 人 口（人） △

水 洗 化 率（％）

有 収 水 量（㎥） △

２ 本年度の主な投資的事業は、次のとおりである。

公共下水道の普及促進事業については、環境改善のため公共下水道築造工事

件及び関連委託 件が実施された。

浸水対策事業については、令和 年度から実施予定の吉城川バイパス築造工事に

向けて、詳細設計業務委託が実施された。

管渠長寿命化計画による改築については、下水道管渠の経年劣化に伴う事故の

発生やライフラインの機能停止を未然に防止し、維持管理費用の最少化を図るた

め、奈良市下水道長寿命化計画（平成 年度からの か年計画）に基づき、管渠改
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築工事が計画延長 ｍのうち ｍ実施された。

管渠改良事業については、老朽化したマンホール蓋による事故等を未然に防ぐ

ため、奈良市公共下水道マンホール蓋長寿命化計画（平成 年度からの か年計画）

に基づいたマンホール蓋の取替工事が、下水道長寿命化支援制度による国庫補

助を活用するなどして、計画箇所 か所のうち か所において実施された。

各施設設備整備及び更新事業については、全窒素全りん・ＵＶ計更新工事が下

狭川町地内ほか か所で実施された。

３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

  
（単位：円・％）

科 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

総 収 益

営業収益

下水道使用料 △ △

雨水処理負担金

その他営業収益

営業外収益 △ △

受取利息及び配当金 △ △

他会計負担金 △ △

他会計補助金 △ △

国庫補助金及び交付金

県 補 助 金

長期前受金戻入

雑 収 益

特別利益 △ △

過年度損益修正益 △ △

その他特別利益 △ △

総 費 用 △ △

営業費用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費
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普 及 指 導 費 △ △

業 務 費 △ △

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

流域下水道管理費 △ △

営業外費用 △ △

支払利息及び

企業債取扱諸費
△ △

雑 支 出

特別損失 △ △

過年度損益修正損 △ △

当年度純損失 △ △

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金

総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万 千円で、当年度純損失は

万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円の減少となった。

なお、前年度繰越欠損金 億 万 千円を加えた当年度未処理欠損金は、

億 万 千円となった。

総収益の内訳は、営業収益 億 万 千円、営業外収益 億 万 千円及

び特別利益 万 千円となっている。

営業収益は、前年度に比べ 億 万 千円の増加となった。これは主に、会計

方針の変更（一般会計からの雨水処理負担金算定方法の変更）を行ったことによ

り、雨水処理負担金が増加したことによるものである。

営業外収益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、大和川

第 処理区における管渠点検及び調査業務委託の実施に伴い、国庫補助金及び交付

金が増加したものの、他会計補助金が減少したことによるものである。

次に、総費用の内訳は、営業費用 億 万 千円、営業外費用 億 万 千

円及び特別損失 万 千円となっている。

営業費用は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、汚水排

水量及び雨量の減少により、流域下水道管理費が減少したものの、大和川第 処
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理区における管渠点検及び調査業務委託等の実施に伴う委託料の増加により、総

係費が増加したことによるものである。

営業外費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、企業

債が元利均等償還方式であることから償還が進むことに伴い支払利息が逓減して

いくことに加え、高利率の企業債の償還が進んだことにより、支払利息及び企業

債取扱諸費が減少したことによるものである。

特別損失は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、平成

年度以前に生活保護により減免された下水道使用料を、前年度において、過年度

損益修正損として、前年度限りの一括処理をしていたことによるものである。

４ 本年度の有収水量１㎥当たりの使用料単価及び汚水処理原価は、次表のとおり

である。

   
（単位：円 ㎥）

 区 分 元年度 年度 比較増減

 

公

共

使 用 料 単 価 △

 汚 水 処 理 原 価 △

 差 引 △ △

 

農

集

使 用 料 単 価 △

 汚 水 処 理 原 価

 差 引 △ △ △

 

全

体

使 用 料 単 価 △

 汚 水 処 理 原 価 △

 差 引 △ △

 （注）全体分の計算式
 下水道使用料 円

使用料単価 円／㎥ ＝ ────────────────

有収水量 ㎥
  

 総費用 円 特別損失 円

－ 一般会計が負担すべき経費 円

－ 長期前受金戻入 円

汚水処理原価 円／㎥ ＝ ───────────────────────────

有収水量 ㎥
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使用料単価は、全体で 円 銭となり、前年度に比べ 銭安くなった。これ

は、下水道使用料が減少したことによるものである。

一方、汚水処理原価は、全体で 円 銭となり、前年度に比べ 円 銭安く

なった。これは、一般会計が負担すべき経費が増加したことによるものである。

５ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

 
（単位：円・％）

科 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

資 産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

建 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物

減価償却累計額 △ △ △ △

機械及び装置

減価償却累計額 △ △ △ △

車 両 運 搬 具

減価償却累計額 △ △ △ △

器 具 備 品

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

施 設 利 用 権

流動資産 △ △

現 金 預 金 △ △

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ △ △ △

前 払 金 △ △

その他流動資産
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負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

退職給付引当金

流動負債 △ △

企 業 債 △ △

未 払 金 △ △

賞 与 引 当 金 △ △

預 り 金 ― 皆増

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本 △ △ △ △

資 本 金 ― ―

剰 余 金 △ △ △ △

資 本 剰 余 金 ― ―

欠 損 金

当年度未処理欠損金

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少と

なった。これは主に、管渠施設等の構築物における減価償却累計額の増加により、

固定資産が減少したことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少と

なった。これは主に、償還により企業債残高が減少したことによるものである。

資本総額は、△ 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少となっ

た。これは、当年度純損失を計上したことにより、欠損金が増加したことによる

ものである。

平成 年度から引き続き、本年度も負債総額が資産総額を上回り、債務超過の

状態となっている。
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６ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

  
（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不用額

資本的収入

企 業 債

他会計補助金

国庫補助金及び交付金

県 補 助 金

負 担 金 等

資本的支出

建 設 改 良 費

固定資産取得費 ―

企業債償還金 ―

差 引 金 額 △

△

※翌年度繰越額に

係る財源充当額

円を除く

資本的収入の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、資本費平準化債等

の企業債 億 万円及び下水道事業運営経費の他会計補助金 億 万 千円

である。

資本的支出の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、企業債償還金 億

万 千円及び流域下水道整備事業費等の建設改良費 億 万 千円である。

また、建設改良費の西登美ヶ丘一丁目地内他佐保川第 処理分区管渠改築工事等

億 万円が翌年度へ繰り越されている。

なお、資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 万 千

円を除く。）が資本的支出額に不足する額 億 万 千円は、繰越工事資金

万円、過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び当年度分損益勘定留保資

金 億 万 千円で補塡されている。
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７ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

  
（単位：円）

区 分 元年度 年度 比較増減

前年度末残高 △

本年度借入額 △

本年度償還額 △

本年度末残高 △

本年度の借入額は 億 万円で、これは主に、資本費平準化債 億 万

円、大和川流域下水道事業 億 万円及び公共下水道事業 億 万円である。

一方、元金償還額は 億 万 千円であり、本年度末残高は 億 万 千

円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。

８ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。
 

（単位：円）

区 分
金 額

元年度 年度 年度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ △ △

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加） △ △

未払金の増減額（△は減少） △ △

未払消費税等の増減額（△は減少） △

預り金の増減額（△は減少） ― △

その他流動資産の増減額（△は増加） △ △ ―

小 計
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利息の受取額

利息の支払額 △ △ △

合 計

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ △ △

無形固定資産の取得による支出 △ △ △

国庫補助金等による収入

受益者負担金等による収入

一般会計からの繰入金による収入

合 計

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための

企業債の償還による支出
△ △ △

リース債務の返済による支出 ― △ △

合 計 △ △ △

資金増加額（△は減少） △

資金期首残高

資金期末残高

本年度の下水道事業における本来の業務活動によるキャッシュ・フローでは、

億 万 千円の資金を生み出したことになる。

一方、有形固定資産の取得等の投資活動によるキャッシュ・フローでは、一般会

計からの繰入金による収入等により 億 万 千円の資金が生じたが、建設改

良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出等の財務活動によるキャッシュ・

フローでは、 億 万円の資金が減少した。

業務活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの資金

を合わせても、財務活動によるキャッシュ・フローの資金に対して不足するため、

全体として本年度末の資金は 億 万 千円となり、前年度に比べ 億

万 千円減少した。
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９ 本年度の財務分析は、次表のとおりである。

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務に対する支払能力

を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

酸性試験比率（当座比率）は、流動負債に対する支払手段である当座資産の保

有率を示したものであり、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント低下した。

現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示したものであり、本年度は

％で、前年度に比べ ポイント低下した。

これらは、基本的に 年以内に現金化し、支払うことができる流動資産をどの程

度保有しているかを示す指標であり、本年度の各比率が低下した主な理由は、流

動資産である現金預金が減少したことによるものである。

また、自己資本構成比率は、自己資本が総資本（負債・資本合計）に占める割

合を示し、企業が長期にわたって安定的に健全な経営ができるかを示す指標であ

  
（単位：％）

区 分 元年度 年度 比較増減  

流 動 比 率 △

酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）
△

現 金 比 率 △

自 己 資 本

構 成 比 率

注

流動資産 円

流動比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円

現金預金 円 ＋

｛未収金 円 貸倒引当金 円 ｝

酸性試験比率 ＝ ───────────────────────── ×

（当座比率） 流動負債 円

現金預金 円）

現金比率 ＝ ────────────── ×

流動負債 円

資本金 円 ＋剰余金 △ 円

＋評価差額等 円 ＋繰延収益（ 円）

自己資本構成比率 ＝ ────────────────────────── ×

負債・資本合計 円）
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り、本年度は ％で、前年度に比べ ポイント上昇した。これは主に、企業

債の償還により負債が減少したことによるものである。

本年度の損益分析は、次表のとおりである。

総資本利益率は、保有する資本の運用により、どれだけ効率的に利益を生み出

しているかを表したもので、企業の収益性を総合的に判断する場合に用いられ、

高いほど良いとされている。本年度は△ ％となり、前年度に比べ ポイント

上昇したものの、投下された資本に対し利益率がマイナスの状態が続いている。

また、総収支比率は、企業活動における資金調達と支払の全体的なバランスを

示し、 ％以上で、高いほど経営状態が良好であるとされている。本年度は ％

となり、前年度に比べ ポイント上昇した。

  
（単位：％）

区 分 元年度 年度 比較増減

総 資 本 利 益 率 △ △

総 収 支 比 率

注

総資本利益率 △

当年度経常利益 △ 円

＝ ────────────────────────────────── ×

｛期首負債（ 円）＋期首資本（△ 円）＋

期末負債（ 円）＋期末資本（△ 円） ｝÷

総収益 円

総収支比率 ＝ ───────────── ×

総費用 円
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本年度の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

下水道使用料
 

（単位 円）

区 分 元年度 年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額 △

増 減 額 △ △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

農業集落排水処理施設使用料 （単位 円）

区 分 元年度 年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額 △

増 減 額 △ △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

増減額とは、漏水減免等の理由により前年度以前分の請求額を増減した金額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

下水道事業受益者負担金 （単位 円）

区 分 元年度 年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

前 年 度 未 収 額 △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額 △

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額には、納期未到来分 円を含む。
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農業集落排水事業分担金 （単位 円）

区 分 元年度 年度 比較増減

過 年 度 未 収 額

前 年 度 未 収 額 ―

収 入 額

不 納 欠 損 額 ― ― ―

本年度末過年度未収額 △

（注） 過年度未収額とは、前々年度以前の収益における未収額をいう。

前年度未収額とは、前年度の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額とは、前年度以前の収益における未収額をいう。

本年度末過年度未収額には、納期未到来分 円を含む。

本年度末過年度未収額は、次のとおりである。

下水道使用料は 万 千円、農業集落排水処理施設使用料は 万 千円、下水

道事業受益者負担金は 万 千円及び農業集落排水事業分担金は 万円で、前年

度に比べいずれも減少した。

しかし、この理由は主に不納欠損によるものである。未収債権については、適

正に管理されたい。
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むすび

本年度の経営成績をみると、雨水処理負担金の増加等により総収益が増加し、

企業債に係る支払利息の減少等により総費用が減少した結果、前年度に比べ改善

はみられたものの、地方公営企業法適用となった平成 年度から継続して当年度

純損失を計上することとなった。

令和 年 月分から下水道使用料及び農業集落排水処理施設使用料が改定された

が、人口減少や節水意識の向上等による有収水量の減少に加え、下水道の普及率

が高い水準となっている現状から、長期的には下水道使用料等の増加が見込めな

い上に、下水道管をはじめとする老朽化した施設の改築、更新を進めていく必要

がある。このように、厳しい経営環境が続くと思われる中で、設備更新の財源と

して利益剰余金が確保されることを目指す必要がある。また、水道事業会計と共

通して発生する費用において、本来は下水道事業会計で負担すべき費用が水道事

業会計で負担されているという負担能力主義に基づいた会計処理が見受けられる。

会計ごとの正確な経営成績が明確となるよう、両会計の実態に沿った適切な共通

費用の按分を行うように改められたい。

今後も、適切に施設を維持、更新していくため、現在策定されている奈良市下

水道長寿命化計画及び今後策定予定の奈良市公共下水道ストックマネジメント計

画に沿って、計画的に維持、更新を図られるとともに、より効率的な予算執行に

努められ、地方公営企業の経営の基本原則である企業の経済性を発揮されたい。
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病 院 事 業 会 計

１ 本年度の主な業務実績及び職員数は、次表のとおりである。

なお、市立奈良病院の指定管理者は、公益社団法人地域医療振興協会（以下

「協会」という。）であり、平成 年度から利用料金制を導入している。

業務実績

区 分 元年度 年度 比較増減

入
院
診
療

年 間 延 べ 患 者 数（人）

１ 日 平 均 患 者 数（人）

平 均 在 院 日 数（日） △

病 床 利 用 率（％）

外
来
診
療

年 間 延 べ 患 者 数（人） △

１ 日 平 均 患 者 数（人） △

救
急
診
療

年 間 延 べ 救 急 患 者 数（人）

１ 日 平 均 救 急 患 者 数（人）

う
ち
時
間
外

年 間 延 べ 患 者 数（人）

１ 日 平 均 患 者 数（人）

（注） 業務実績については、協会から市に提出された資料に基づくものである。なお、元年度の入院診療日数は

日、年間延べ病床数は 床（ 床× 日）、外来診療日数は 日である。
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職員数 年度末現在、単位：人）

区 分 元年度 年度 比較増減

協

会

医師及び歯科医師 △

薬剤師、技師ほか ― ―

看護師、助産師ほか

技 能 職

事 務 職

保 育 職

小 計

市 職 員 ― ― △ ―

合 計

（注） 協会の職員数については、協会から市に提出された資料に基づくものである。
 なお、括弧内の数値は、正規職員以外の非常勤・臨時職員数で内数である。

２ 本年度の主な事業は次のとおりである。

診療体制については、看護職が 人増となり、強化が図られた。

診療機能については、令和元年 月に県から「地域医療支援病院」の承認を受

けた。地域医療支援病院とは、患者に身近な地域で医療が提供されることが望ま

しいという観点から、紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利用の実施

等を通じて、第一線の地域医療を担うかかりつけ医、かかりつけ歯科医を支援す

る能力を備え、地域医療の確保を図る病院としてふさわしい構造設備等を有する

ものについて、県知事が個別に承認している病院である。このことにより、市立

奈良病院においても、これまで以上にかかりつけ医と適切な役割分担を行い、市

民にとってより質の高い医療サービスを提供できることとなった。

市立看護専門学校については、市内において看護師が不足している状況の解決

を図るため、看護師の養成が行われており、本年度は、看護師国家試験に 人が

合格した。
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３ 本年度の損益計算書は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

総 収 益

医業収益 △ △

他会計負担金 △ △

医業外収益

受 取 利 息

補 助 金

他会計補助金

他会計負担金 △ △

長期前受金戻入

その他医業外収益 △ △

看護師養成事業収益

他会計補助金 △ △

他会計負担金

その他看護師養成収益 △ △

特別利益

貸倒引当金戻入益 △ △

その他特別利益 ― 皆増

総 費 用 △ △

医業費用 △ △

給 与 費

経 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

医業外費用 △ △

支払利息及び

企業債取扱諸費
△ △

看護師養成事業費用

看護師養成費

特別損失 △ △

その他特別損失 △ △

当年度純損失 △ △

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金
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総収益 億 万 千円に対し総費用 億 万 千円で、当年度純損失は

万 千円となり、前年度に比べ 万 千円の減少となった。

なお、前年度繰越欠損金 億 万 千円を加えた当年度未処理欠損金は、

億 万 千円となった。

総収益の内訳は、医業収益 万 千円、医業外収益 億 万 千円、看護師

養成事業収益 億 万 千円及び特別利益 万 千円となっている。

医業収益は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、特別交付

税（救急関係）相当分としての他会計負担金が減少したことによるものである。

医業外収益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主に、企業

債償還における据置期間が終了し、元金償還額が増加したことに伴う一般会計負

担金及び協会負担金の増加により、長期前受金戻入が増加したことによるもので

ある。

看護師養成事業収益は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主

に、学生数に応じて算定される普通交付税の単価見直しにより、他会計負担金が

増加したことによるものである。

特別利益は、前年度に比べ 万円の増加となった。これは主に、企業債償還

における据置期間が終了し、建物に係る企業債の元金償還に伴う一般会計負担金

及び協会負担金が、建物の減価償却費を上回ったことにより、過去に行えなかっ

た長期前受金の収益化を行ったことによるものである。

次に、総費用の内訳は、医業費用 億 万 千円、医業外費用 万 千円、

看護師養成事業費用 億 万 千円及び特別損失 万 千円となっている。

医業費用は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは主に、病床数

に応じて算定される普通交付税の単価変更に伴う精算金の減少により、経費のう

ち協会に支払う運営交付金が減少したことによるものである。

医業外費用は、前年度に比べ 万円の減少となった。これは主に、支払利息

及び企業債取扱諸費が、利率見直し等により減少したことによるものである。

看護師養成事業費用は、前年度に比べ 万 千円の増加となった。これは主

に、学生数に応じて算定される普通交付税の単価見直しにより、協会に支払う

看護専門学校業務委託料が増加したことによるものである。なお、看護師養成

事業費用には、看護専門学校における市職員の給与費が含まれているが、人事異

動に伴う人員増によって予算が不足したため、月以降の給与が一般会計から支払

公営－35－



われていた。

特別損失は、前年度に比べ 万 千円の減少となった。これは、機器備品の固

定資産除却費が減少したことによるものである。

４ 本年度の貸借対照表は、次表のとおりである。

（単位：円・％）

科 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

資 産 △ △

固定資産 △ △

有形固定資産 △ △

土 地 ― ―

立 木 ― ―

建 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

建物附属設備 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

構 築 物 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

機 器 備 品 △ △

減価償却累計額 △ △

機械及び装置 ― ―

減価償却累計額 △ △ △ △

建 設 仮 勘 定 ― 皆増

無形固定資産

リ ー ス 資 産

流動資産 △ △

現 金 預 金 △ △

未 収 金 △ △

貸 倒 引 当 金 △ △
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負 債 △ △

固定負債 △ △

企 業 債 △ △

リ ー ス 債 務 ― 皆増

流動負債 △ △

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金 △ △

預 り 金 △ △

繰延収益 △ △

長 期 前 受 金

収益化累計額 △ △ △ △

資 本 △ △

資 本 金 ― ―

剰 余 金 △ △

資 本 剰 余 金

欠 損 金

当年度未処理欠損金

資産総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万 千円の減少となっ

た。これは主に、建物附属設備における減価償却累計額の増加により、固定資産

が減少したことによるものである。

負債総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 億 万円の減少となった。

これは主に、償還により企業債残高が減少したことによるものである。

資本総額は、 億 万 千円で、前年度に比べ 万 千円の減少となった。

これは主に、当年度純損失の計上により、欠損金が増加したことによるものであ

る。
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５ 本年度の資本的収支は、次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不 用 額

資本的収入

企 業 債 ―

補 助 金

負 担 金

資本的支出 ―

建 設 改 良 費 ―

企業債償還金 ―

差 引 金 額 ― △

資本的収入の決算額は、 億 万 千円で、主なものは、企業債の元金償還に

係る一般会計負担金及び協会負担金 億 万 千円である。

資本的支出の決算額は、 億 万円で、主なものは、企業債償還金 億

万 千円である。

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 万円は、過年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額 万円で補塡されている。

６ 本年度の企業債の状況は、次表のとおりである。

  
（単位：円）

区 分 元年度 年度 比較増減

前年度末残高 △

本年度借入額 ― ― ―

本年度償還額

本年度末残高 △

本年度の新たな借入れはなく、元金償還額は 億 万 千円である。その結果、

本年度末残高は 億 万 千円となり、前年度に比べ 億 万 千円減少した。
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７ 本年度のキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。
 （単位：円）

区 分
金 額

元年度 年度 年度

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ △ △

減価償却費

引当金の増減額（△は減少） △ △

長期前受金戻入額（過年度収益化分を

含む。）
△ △ △

受取利息 △ △ △

支払利息及び企業債取扱諸費

固定資産売却益 ― ― △

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △ △

その他流動負債の増減額（△は減少） △ △

小 計 △

受取利息

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △ △

合 計 △

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 ― ―

有形固定資産取得・建設改良事業等

実施額
△ ― ―

一般会計及びその他からの繰入金に

よる収入

合 計

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の償還による支出 △ △ △

リース債務の返済による支出 △ △ △

合 計 △ △ △

資金増加額（△は減少） △

資金期首残高

資金期末残高
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本年度の病院事業における本来の業務活動によるキャッシュ・フローでは、 万

千円の資金が減少したことになる。

一方、有形固定資産取得・建設改良事業等実施額等の投資活動によるキャッシュ・

フローでは、一般会計及びその他からの繰入金による収入等により 億 万 千円

の資金が生じたが、企業債の償還による支出等の財務活動によるキャッシュ・フ

ローでは、 億 万 千円の資金が減少した。

財務活動によるキャッシュ・フローである企業債の償還に充てる資金の不足に

対して、業務活動によるキャッシュ・フローの資金は見込めず、投資活動による

キャッシュ・フローの資金である一般会計負担金及び協会負担金が充てられてい

る。

全体として本年度末の資金は 億 万 千円となり、前年度に比べ 万 千円

減少した。

８ 本年度の医業収益の過年度分収入状況は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 元年度 年度 比較増減

過 年 度 未 収 額 △

収 入 額 △

不 納 欠 損 額 ― △

本年度末過年度未収額 △

市立奈良病院の指定管理は、平成 年度から利用料金制が導入され、新たな未

収金は発生していないが、平成 年度以前の未収金が債権として残っている。

本年度末過年度未収額は 万 千円となり、前年度に比べ 万 千円減少した。

未収債権については、適正に管理されたい。
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むすび

本年度の経営成績をみると、本年度に企業債償還における据置期間が終了し、

建物に係る企業債の元金償還に伴う一般会計負担金及び協会負担金の増加により、

長期前受金戻入が増加したこと及び特別利益が計上されたことなどから、当年度

純損失は前年度に比べ減少した。しかし、純損失を計上していることから依然と

して累積欠損金は増加している。

また、公営企業会計である本会計の所管課は、休日夜間応急診療所等の一般会

計の会計処理も担当しているが、職員の人件費等の共通して発生する費用におい

て、病院事業会計と一般会計との間で適切な按分ができていない状況であった。

特に、本年度においては、予算の不足により、年度途中から看護専門学校職員の

給与を一般会計から支出するなど、これまで以上に不適切な費用按分となってい

る。病院事業会計と一般会計との間での費用按分については、毎年意見を述べて

いるが、病院事業会計で本来負担すべき計数をつかみ、適切な経営成績及び財政

状態が把握できる会計処理を行われたい。

加えて、病院事業会計の人件費は、一般会計からの補助金で賄われているが、

看護師養成事業費用の人件費については、その一部を協会への委託料から控除し

ていることから、医業費用においても同様に、協会に支払っている地方交付税相

当分の運営交付金から、人件費相当分を控除することについて検討されたい。

さらに、所管課は、指定管理者である協会から提出を受けた市立奈良病院の会

計報告について、管理に関する経費が指定管理者の他の経費と区分されて会計さ

れているか確認し、経営成績及び財政状態を適切に把握した上で、効率的な病院

運営が行われるよう管理、監督されたい。

公営－41－



参考 市立奈良病院財務書類（協会から市に提出された資料に基づく）

損益計算書 （単位：円・％）

項 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

事業収益

医業収益

入院収益

室料差額収益 △ △

外来診療収益

保健予防活動収益 △ △

その他の医業収益 △ △

保険調整 △ △

その他の事業収益 △ △

事業費用

材料費

医薬品費

診療材料費

医薬品消耗品費 △ △

その他の材料費 △ △ △

給食材料費

給与費

医師給与 △ △

看護部給与

医療技術部給与

事務部給与

賞与引当金

退職年金 △ △

法定福利費

経費（委託費）

検査委託費 △ △

給食委託費

寝具委託費

医事委託費 ― ― ― ―

清掃委託委託費

その他委託費

経費（設備関係） △ △

機械賃借料 △ △

修繕費

機械保守料

減価償却費 △ △

その他

経費（その他）
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事業利益 △ △

事業外収益 △ △

事業外費用

経常利益 △ △

臨時収益 ― ― ― ―

臨時費用 △ △

税引前当期利益 △ △

貸借対照表 （単位：円・％）

科 目 元年度 年度 比較増減 増減比率

資 産

流動資産

現金 △ △

普通預貯金

その他の資産 △ △

医薬品

診療材料

医療消耗品 ― ― ― ―

その他流動資産 ― ― ― ―

固定資産

有形固定資産

土地 ― ―

建物

医療用機器

器具備品

車両 ― ―

減価償却累計額

その他有形固定資産

無形固定資産

その他の資産 △ △

繰延資産 ― ― ― ―

負 債

流動負債

買掛金

未払金

預り金 △ △

その他の流動負債

固定負債

長期借入金等

正味財産

元入金 ― ―

当期未処分利益
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